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議 案 第 ２ ６ 号 

 

 

平 成 ２ ９ 年 度 富 士 見 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

（総則） 

第１条 平成２９年度富士見市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 給水戸数（年間）                   ５０，２２４戸 

(2) 年 間 総 給 水 量               １１，２９３，０００㎥ 

(3) 一日平均給水量                   ３０，９４０㎥ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収             入 

第１款 水道事業収益               １，８５０，８２７千円 

第１項 営 業 収 益             １，７７１，７８５千円 

第２項 営 業 外 収 益                ７８，５４２千円 

第３項 特 別 利 益                   ５００千円 

支             出 

第１款 水道事業費用               １，６４５，５１２千円 

第１項 営 業 費 用             １，５８７，９２２千円 

第２項 営 業 外 費 用                ５６，３９０千円 

第３項 特 別 損 失                   ２００千円 

第４項 予 備 費                 １，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額１，００８，８００千円は、過年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額５０，９０７千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額４２，１０８千円、過年度分損益勘定留保資金５６２，４１５千円並びに
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当年度分損益勘定留保資金３５３，３７０千円で補填するものとする。）。 

収             入 

第１款 資本的収入                    ６，４００千円 

第１項 他 会 計 負 担 金                ３，７００千円 

第２項 工 事 負 担 金                ２，７００千円 

支             出 

第１款 資本的支出                １，０１５，２００千円 

第１項 建 設 改 良 費              ７７４，２７１千円 

第２項 企 業 債 償 還 金              ２４０，９２９千円 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、営業費用及び

営業外費用の間の流用の場合とする。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金

額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

(1) 職 員 給 与 費                  １１６，３２３千円 

(2) 交 際 費                       ２０千円 

（棚卸資産購入限度額） 

第８条 棚卸資産の購入限度額は、５，７２５千円と定める。 

 

平成２９年２月１４日提出 

 

富士見市長 星 野 光 弘 

 

議 決 第 ２ ９ 号 

平成２９年３月１０日原案可決     富士見市議会議長 津波 信子 



（単位：千円）

予 　定 　額

水道事業収益 1,850,827

営 業 収 益 1,771,785

1,548,008

25,409

1,020

149,958

47,390

営 業 外 収 益 78,542

1,910

7,982

67,886

764

特 別 利 益 500

500

（単位：千円）

予 　定 　額

水道事業費用 1,645,512

営 業 費 用 1,587,922

876,536

149,425

26,372

110,448

49,063

371,568

3,510

1,000

営 業 外 費 用 56,390

56,389 企業債及び一時借入金利子を計上

1

特 別 損 失 200

200

予 備 費 1,000

1,000

消 費 税 及 び
地方消費税還付金

消費税及び地方消費税還付金の予定額を計上

予 備 費

雑 支 出 不用品売却原価を計上

過年度損益修正損 過年度損益修正損を計上

その他 営業 費用 その他雑支出を計上

支 払 利 息

総 係 費 事務運営に必要な総括的経費を計上

減 価 償 却 費 償却資産に対する減価償却費を計上

資 産 減 耗 費 固定資産除却費等を計上

配水及 び給 水費 配水及び給水に必要な経費を計上

受 託 工 事 費 受託工事に必要な経費を計上

業 務 費 検針及び収納に必要な経費を計上

原水及 び浄 水費 浄水及び送水に必要な経費を計上

過年度損益修正益 過年度損益修正益を計上

　支　　　出

款 項 目 備 考

長期前 受金 戻入 長期前受金の戻入予定額を計上

雑 収 益 その他雑収益を計上

その他 営業 収益 下水道使用料徴収受託料等を計上

受 取 利 息 預金利子の予定額を計上

受 託 工 事 収 益 受託工事収益の予定額を計上

補 償 金 修繕工事による補償金の予定額を計上

加 入 金 加入申込金の予定額を計上

給 水 収 益 水道料金の予定額を計上

平成２９年度富士見市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

　収　　　入

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 　定 　額

6,400

他会計負担金 3,700

3,700

工 事 負 担 金 2,700

2,700

（単位：千円）

予 　定 　額

1,015,200

建 設 改 良 費 774,271

29,144

157,189

190,597

390,428

4,105

2,808

企業債償還金 240,929

240,929

固定資産購入費 軽自動車2台購入を計上

企 業 債 償 還 金 企業債元金の償還金を計上

老朽管更新に必要な工事費等を計上

浄 水 場 改 良 費 浄水場改良に必要な工事費等を計上

配 水 管 改 良 費 配水管布設工事費等を計上

量 水 器 費 量水器出庫予定額を計上

老朽管更新事業費

資 本 的 支 出

建 設 総 係 費 建設に必要な事務費を計上

配水工事負担金 開発に伴う配水工事負担金等を計上

　支　　　出

款 項 目 備　　考

資 本 的 収 入

他 会 計 負 担 金 一般会計からの負担金を計上

資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入

款 項 目 備　　考
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(単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 150,614

減価償却費 371,568

固定資産除却費 3,500

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 207

賞与引当金の増減額（△は減少） 24

長期前受金戻入額 △ 67,886

受取利息及び受取配当金 △ 1,910

支払利息 56,389

未収金の増減額（△は増加） 18,491

棚卸資産（貯蔵品）の増減額（△は増加） 11

その他流動負債の増減額（△は減少） 50

小  計 530,644

利息及び配当金の受取額 1,910

利息の支払額 △ 56,389

業務活動によるキャッシュ・フロー 476,165

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 719,570

投資活動による賞与引当金の増減額（△は減少） 76

工事負担金等による収入 6,400

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 713,094

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 240,929

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 240,929

資金増加額（又は減少額） △ 477,858

資金期首残高 1,127,084

資金期末残高 649,226

平成２９年度　富士見市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
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１  総　括

備考　手当、法定福利費には、賞与引当金繰入額を含む。

２  給料及び手当の増減額の明細

△ 912

△ 260

３  給料及び手当の状況

 （１）　職員１人当たりの給与  （２）　初　任　給

(単位：円)

平　成　２９　年　度　給　与　費　明　細　書

（単位：千円）

区　　分 増　減　額 説　　　　　　　明 備　　　　考

 その他の増減分

 給与改定に伴う増加分  平成29年1月改定

増 減 事 由 別 内 訳

20

区　　　　　　　　　分
事 務 ・ 技 術

平均給料月額　(円)

 その他の増減分 　人事異動等による減

平均給与月額　(円)２９年１月１日現在 ３７９，６４１

一般会計の制度

(一般行政職) 一般行政職

１８８，４００

一般行政職

３１２，１７９ 大 学 卒

区　　分

平均給料月額　(円) ３５６，５６９

平均給与月額　(円) ４２３，３８３

平 均 年 齢 　(歳)

５０．７平 均 年 齢 　(歳)

１８８，４００

１５４，５００高 校 卒 １５４，５００

５０．３

２８年１月１日現在

 制度改正に伴う増加分  年間1.60月→1.70月

（単位：千円）

手　　当 △ 26

勤勉手当率の引上げによる増

 昇給に伴う増加分  昇給期7月1日

　人事異動等による減

給　　料 △ 751 141

234

一般職
　（人）

報　酬

10 0

3 0

13 0

10 0

3 0

13 0

0 0 △ 725 △ 509 △ 1,041

0 0 △ 26 △ 242 △ 268 △ 85

0 0 △ 751 △ 26 △ 777 △ 1,126

区　　　　分
職　員　数

特別職
　（人）

本
年
度

損益勘定支弁職員 0

資本勘定支弁職員 0

43,789

13,244

合　　　　計 0

前
年
度

損益勘定支弁職員 0

資本勘定支弁職員 0

合　　　　計 0

比
 
較

損益勘定支弁職員 0 △ 532

資本勘定支弁職員 0

合　　　　計 0 △ 349

合　計法定福利費
給　　　　　与　　　　　費

給　料 手　当 計

57,033

44,514

13,270

57,784

89,438

26,885

116,323

90,479

26,970

117,449

74,485

97,080

15,462

4,558

20,020

15,994

4,375

20,369

73,976

22,327

183

30,187

9,083

39,270

29,971

9,325

39,296

216

96,303

22,595

本 年 度 7

前 年 度 7

比    較 △ 426 △ 26 △ 306 0 △ 800

手当の
内訳

区　　分

（単位：千円）

扶養手当 地域手当 住居手当 特殊勤務手当通勤手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当
時間外・休日

勤務手当

2,364 1,932 1,8696,157

6,183

888

624

9,962

9,563 2,669

264

858

697

161

15,233

15,539

399 708

1,2242,790

- 6 -



 （３）　級 別 職 員 数 　　（級別の標準的な職務内容）

 （４）　特 殊 勤 務 手 当

 （５）　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

備考 ( )内は、再任用職員の支給率

区　分

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級  部長の職務

 主査の職務

 副課長の職務

 課長の職務

 副部長の職務

一　般　行　政　職

 主事補及び技師補の職務

 主事及び技師の職務

 主任の職務

事務・技術

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ） 0.01 0.01

区　　　　　分 全職種

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ ２ ９ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

23.1 23.1

支 給 対 象 職 員 1 人 あ た り
平 均 支 給 月 額 （ 円 ）

194 194

特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 現場業務手当

区　 分

支給期別支給率 支 給 率 計 職制上の段階、職務

備　　　　考

6月(月分) 12月(月分) (月分) の級等による加算措置

本 年 度
(1.05)
2.075

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

有

前 年 度
(1.025)
2.025

(1.175)
2.175

(2.20)
4.20

有

有一般会計の制度
(1.05)
2.075

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

構成比(％)

7.7

7.7

30.7

23.1

23.1

7.7

－

－

100.0

7.7

－

23.1

46.1

15.4

7.7

－

－

100.0

1

３　級 4

3

６　級 1

８　級

区　　　　　分

２９年１月１日現在

１　級 1

２　級

５　級 3

４　級

一　般　行　政　職

級 職員数(人)

７　級 －

－

８　級 －

３　級 3

４　級 6

５　級 2

1

７　級 －

計 13

２　級 －

６　級

計 13

２８年１月１日現在

１　級 1
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 （６）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

 （７）　そ の 他 の 手 当

区　　　　　分 一般会計の制度との異同

扶 養 手 当 同

通 勤 手 当 同

地 域 手 当 同

住 居 手 当 同

最高限度

(月分)
備　　　　　考

(月分)
区　分

20年勤続の者 25年勤続の者

25.55625 34.5825
退職手当支給事務については、埼玉県
市町村総合事務組合による

49.59支給率等

その他の加算措置等
35年勤続の者

定年前早期退職特例措置

(月分) (月分)

49.59 定年前早期退職特例措置

49.59

退職手当支給事務については、埼玉県
市町村総合事務組合による(支給率等)

一般会計の制度
25.55625 34.5825 49.59

企業債 国庫補助金
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

219,896 － － 219,896 － 213,800 － 213,800 － 52.08
逓次繰越

6,096千円

平成29年度 190,597 － － 190,597 － － 196,693 196,693 － 47.92

合計 410,493 － － 410,493 － 213,800 196,693 410,493 － 100.00

平成28年度
資本的
支  出

建  設
改良費

浄水場
改良費

当該年度
支払義務
発生予定
額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額

款 項 事業名

継 続 費 に 関 す る 調 書

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗
率

備　　考
年度 年割額

左の財源内訳

全体計画 前前年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生(見込)
額
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(単位：千円）

１ 営　業　収　益

(１) 1,442,290

(２) 33,953

(３) 558

(４) 128,098

(５) 10,086 1,614,985

２ 営　業　費　用

(１) 705,558

(２) 116,413

(３) 15,841

(４) 98,462

(５) 51,997

(６) 363,541

(７) 0

(８) 833 1,352,645

262,340

３ 営 業 外 収 益

(１) 13

(２) 69,595

(３) 36,190 105,798

４ 営 業 外 費 用

(１) 66,853 66,853 38,945

301,285

５ 特　別　利　益

(１) 463 463

６ 特　別　損　失

(１) 139 139 324

301,609

281,359

500,000

1,082,968

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 営 業 費 用

その他未処分利益剰余金変動額

補 償 金

加 入 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

支 払 利 息

経 常 利 益

平成２８年度 富士見市水道事業予定損益計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 収 益

業 務 費

総 係 費

受 託 工 事 費

受 取 利 息

給 水 収 益
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(単位：千円）

１ 固　定　資　産

(１)

イ 土 地 483,773

ロ 建 物 386,360

減価償却累計額 △ 270,342 116,018

ハ 構 築 物 14,449,905

減価償却累計額 △ 6,543,051 7,906,854

ニ 機 械 及 び 装 置 2,564,975

減価償却累計額 △ 1,819,858 745,117

ホ 車 両 運 搬 具 14,627

減価償却累計額 △ 12,129 2,498

ヘ 工具器具及び備品 7,268

減価償却累計額 △ 6,905 363

ト 建 設 仮 勘 定 273,042

9,527,665

(２)

イ 庁 舎 利 用 権 39,562

39,562

9,567,227

２ 流　動　資　産

(１) 1,127,084

(２) 193,597

△ 15,187 178,410

(３) 5,167

1,310,661

10,877,888

３ 固　定　負　債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 1,375,243

1,375,243

1,375,243固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

企 業 債

企 業 債 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

平成２８年度 富士見市水道事業予定貸借対照表
（平成２９年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
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４ 流　動　負　債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 240,929

240,929

(２) 89,984

(３)

イ 賞 与 引 当 金 9,581

9,581

(４) 84,400

424,894

５ 繰　延　収　益

(１) 3,717,307

(２) △ 2,147,443

1,569,864

3,370,001

６ 資　　本　　金 6,424,919

７ 剰　　余　　金

(１)

イ 当年度未処分利益剰余金 1,082,968

1,082,968

1,082,968

7,507,887

10,877,888

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資　　　本　　　の　　　部

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計
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(単位：千円）

１ 固　定　資　産

(１)

イ 土 地 483,773

ロ 建 物 386,360

減価償却累計額 △ 276,994 109,366

ハ 構 築 物 14,886,581

減価償却累計額 △ 6,785,458 8,101,123

ニ 機 械 及 び 装 置 2,968,866

減価償却累計額 △ 1,872,401 1,096,465

ホ 車 両 運 搬 具 17,435

減価償却累計額 △ 12,769 4,666

ヘ 工具器具及び備品 7,268

減価償却累計額 △ 6,905 363

ト 建 設 仮 勘 定 79,737

9,875,493

(２)

イ 庁 舎 利 用 権 36,736

36,736

9,912,229

２ 流　動　資　産

(１) 649,226

(２) 175,106

△ 14,980 160,126

(３) 5,156

814,508

10,726,737

３ 固　定　負　債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 1,130,879

1,130,879

1,130,879

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

負　　債　　の　　部

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

平成２９年度 富士見市水道事業予定貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計
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４ 流　動　負　債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 244,364

244,364

(２) 89,984

(３)

イ 賞 与 引 当 金 9,681

9,681

(４) 84,450

428,479

５ 繰　延　収　益

(１) 3,724,207

(２) △ 2,215,329

1,508,878

3,068,236

６ 資　　本　　金 6,424,919

７ 剰　　余　　金

(１)

イ 当年度未処分利益剰余金 1,233,582

1,233,582

1,233,582

7,658,501

10,726,737

利 益 剰 余 金 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

引 当 金

資　　　本　　　の　　　部

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計
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注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

   平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成

している。 

 １ 資産の評価基準 

 （1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品  先入先出法による原価法 

     

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

 ・減価償却の方法   定額法による。（ただし、取替資産は取替法による。） 

 ・主な耐用年数 

  建物        ４０～５０年 

  構築物       １０～４０年 

  機械及び装置     ８～１５年 

  車両運搬具       ５～６年 

  工具器具及び備品   ５～１５年 

（2）無形固定資産 

 ・減価償却の方法    定額法による。 

 ・主な耐用年数 

  庁舎利用権        ４５年 

 

３ 引当金の計上方法 

（1）退職給付引当金 

   職員の退職手当に関し、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例に規定する一

般負担金以外の費用は、一般会計において負担することとなっているため、退

職給付引当金は計上していない。 

（2）賞与引当金 

   職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにその手当に係る法定福利費の支

出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

（3）貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見

込額を計上している。 
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４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

 予定キャッシュ・フロー計算書は、間接法にて作成している。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記 

１ 賞与引当金の取崩し 

平成２８年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにその手当に係る

法定福利費として１０，４４７千円を支出することとなったため、 賞与引当金

６，８１６千円を取り崩している。 

平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにその手当に係る

法定福利費として１４，５１２千円を支出することとなったため、 賞与引当金

９，５８１千円を取り崩している。 

 ２ 貸倒引当金の取崩し 

    平成２８年度において、債権の不納欠損による損失が生じたため、貸倒引当

金３，８０６千円を取り崩している。 

平成２９年度において、債権の不納欠損による損失が生じたため、貸倒引当

金２，４９６千円を取り崩している。 

 

Ⅳ．セグメント情報に関する注記 

１ 報告セグメントの概要 

   富士見市水道事業会計は、報告セグメントを単一としている。 

 

 

  



収　　入

予　定　額

 水道事業収益 1,850,827

営 業 収 益 1,771,785

給 水 収 益 1,548,008

水 道 料 金 1,548,008 見込有収水量　10,667,993㎥ 

受託工事収益 25,409

受託工事収益 25,409 25,046

ガス、ＮＴＴ、東電等に伴う切廻し工事収益 363

補 償 金 1,020

補 償 金 1,020 水道管の破損修繕工事補償金

加 入 金 149,958

加 入 申 込 金 149,958 新規加入申込金　

47,390

手 数 料 5,402 設計審査手数料 件 2,090

工事検査手数料 件 3,210

メーター試験 1 件 1

臨時使用申込手数料 3 件 6

給水装置工事確認検査手数料 1 件 24

給水装置工事事業者指定手数料 7 件 70

各種証明等 5 件 1

他会計負担金 4,623 消火栓維持管理負担金

受 託 料 37,365 下水道使用料徴収受託料等　　　　　　

営業外収益 78,542

受 取 利 息 1,910

預 金 利 息 1,910 預金利子

消費税及び地方
消 費 税 還 付 金 7,982

消費税及び地方
消 費 税 還 付 金 7,982 消費税及び地方消費税還付金

長期前受金戻入 67,886

受贈財産評価額 30,928

工 事 負 担 金 30,331

国 庫 補 助 金 2,448

その他資本剰余金 4,179

雑 収 益 764

雑 収 益 764 水谷浄水場貸付料　　　　　 415

東電電柱使用料 4

原子力発電所の事故による水道事業に係る賠償金 324

その他の雑収入 21

特 別 利 益 500

過 年 度 損 益
修 正 益

500

過 年 度 損 益
修 正 益

500 過年度分調定増　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款

（単位：千円）

項 目 節

そ の 他
営 業 収 益

下水道工事に伴う水道管切廻し及び仮給水工事収益

1,030

1,030

平 成 ２９ 年 度 予 算 積 算 資 料

備　　　　　　　　　　　　　　　　　考
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予 定 額

 水道事業費用 1,645,512

営 業 費 用 1,587,922

原 水 及 び
浄 水 費

876,536     

給 料 4,724

手 当 2,973 312 548

30 155

　 907 577

444

賞 与 引 当 金
繰 入 額

843 705 138

法 定 福 利 費 1,616 市町村職員共済組合負担金

備 消 品 費 216 浄水場関係備消耗品費

燃 料 費 108 非常用発電機燃料費（Ａ重油、軽油）

光 熱 水 費 321

通 信 運 搬 費 1,788 各浄水場電話料 323

専用回線料 1,179

フレッツ光回線通信料等 286

委 託 料 120,644 水質検査委託 3,240

浄水場運転・設備維持管理業務委託 96,250

臨時水質検査委託 648

細菌検査委託 47

自家用電気工作物保安管理業務委託 1,387

各浄・配水場植木手入れ委託 8,052

1,801

放射能水質検査委託 363

特別産業廃棄物処理委託（ＰＣＢ廃棄物） 3,456

各浄・配水場照明設備等改修工事設計業務委託 5,400

修 繕 費 56,322 各浄・配水場施設計装設備修繕等

動 力 費 60,020 水谷浄水場電力料 17,594

東大久保浄水場電力料 25,330

南畑浄水場電力料 3,427

鶴瀬西配水場電力料 2,814

各取水井電力料 10,855

薬 品 費 1,666 次亜塩素酸ナトリウム等

受 水 費 624,489 県水受水費　契約見込水量　9,359,500㎥

負 担 金 806 退職手当負担金

款 項 目 節

支　　　出 （単位：千円）

備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

浄水関係職員　　　　１人

賞 与 引 当 金

扶 養 手 当

住 居 手 当

警備委託（水谷浄水場・南畑浄水場・鶴瀬西配水場）

地 域 手 当

通 勤 手 当

勤 勉 手 当

第２号、３号、４号、５号井、路上局電気料及び下水道使用料

期 末 手 当

法 定 福 利 費
引 当 金

管 理 職 手 当
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予 定 額款 項 目 節 備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

配 水 及 び
給 水 費

149,425

給 料 17,721

手 当 9,061 960 1,869

384 185

3,237 2,057

特殊勤務手当 7

時間外勤務手当及び休日勤務手当 362

賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,999 2,507 492

法 定 福 利 費 5,749 市町村職員共済組合負担金

備 消 品 費 1,994 配・給水関係備消耗品費

印 刷 製 本 費 216 量水器受領書等の印刷

委 託 料 59,992 検定満期取替委託（直圧） 22,868

検定満期取替委託（隔測） 78

給水装置竣工図更新委託 10,617

修繕待機業務委託 8,565

故障メーターの調査及び交換委託 216

漏水調査業務委託 5,984

水道管路図更新委託等 1,404

産業廃棄物処理業務委託 7,560

廃材処理業務委託 540

配水管洗浄作業業務委託 2,160

賃 借 料 779 パソコン賃借料等

修 繕 費 40,308 検定満期に係る量水器修繕（直圧） 24,335

検定満期に係る量水器修繕（隔測） 313

配水管自然漏水修繕 2,700

給水管自然漏水修繕 5,400

消火栓弁筺嵩上修繕 5,400

土木工事に伴う配水管切廻し 1,080

土木工事に伴う給水管切廻し 1,080

材 料 費 1,620 材料補充材等

路 面 復 旧 費 5,940 配・給水管修繕及び切廻し工事に伴う路面復旧

負 担 金 3,046 退職手当負担金 3,022

水道相互連絡管維持管理負担金 24

受託工事費 26,372

委 託 料 2,160 配水管布設替実施設計業務委託（大字水子地内外）

修 繕 費 648 破損に伴う配・給水管修繕

住 居 手 当

勤 勉 手 当

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費
引 当 金

期 末 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当

配・給水関係職員　　　　４人

扶 養 手 当
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予 定 額款 項 目 節 備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

給 水 工 事
請 負 費

23,564

ガス、ＮＴＴ、東電等に伴う切廻し工事

業 務 費 110,448

給 料 6,930 業務関係職員　　　　２人

手 当 4,062 312 725

354 123

1,220 775

時間外勤務手当及び休日勤務手当 553

賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,121 937 184

法 定 福 利 費 2,190 市町村職員共済組合負担金

備 消 品 費 1,431 事務用備消耗品費

印 刷 製 本 費 32 封筒等

通 信 運 搬 費 9,943 納入通知書、督促状等郵送料

委 託 料 76,846 水道料金等徴収業務委託（包括委託）等

手 数 料 6,711 口座振替手数料 2,662

コンビニ納付手数料 4,049

負 担 金 1,182 退職手当負担金

総 係 費 49,063

給 料 14,414 総係関係職員　　　　３人

手 当 7,885 252 1,616

60 125

2,656 1,688

1,488

賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,459 2,057 402

法 定 福 利 費 4,691 市町村職員共済組合負担金

報 償 費 20 水質検査に伴う採取地謝礼等

賃 金 3,349 臨時雇賃金

旅 費 193 普通旅費

被 服 費 104 作業服等

備 消 品 費 355 事務用備消耗品費

燃 料 費 267 庁用車燃料費

印 刷 製 本 費 17 水道課事務用封筒

通 信 運 搬 費 100 ファクシミリ料金等

委 託 料 3,085

住 居 手 当

期 末 手 当

地 域 手 当

下水道工事に伴う水道管切回し及び仮給水工事

法 定 福 利 費
引 当 金

地 域 手 当

扶 養 手 当

賞 与 引 当 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費
引 当 金

扶 養 手 当

勤 勉 手 当

通 勤 手 当

管 理 職 手 当

通 勤 手 当

公営企業会計システム保守等

勤 勉 手 当期 末 手 当

住 居 手 当
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予 定 額款 項 目 節 備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

賃 借 料 408 ＦＡＸ付複写機賃借料等 279

パソコン、プリンター賃借料 117

各配水管布設用地等借地料 12

修 繕 費 628 庁用車車検用 357

定期点検 55

修繕料 216

購 読 料 205 関係法令等書籍等 66

水道関係等新聞購読料 139

補 償 金 200 自動車事故等賠償金

保 険 料 522 自動車保険料 396

建物等災害保険料 46

水道施設等に係る賠償責任保険料 80

公 課 費 88 自動車重量税

交 際 費 20 水道事業管理者交際費

手 数 料 6 車両検査手数料等

研 修 費 375 職員研修費

負 担 金 7,383 退職手当負担金 2,458

日本水道協会等負担金 323

職員給与費等負担金 2,538

2,064

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

2,289

減価償却費 371,568

庁 舎 利 用 権
減 価 償 却 費

2,826

資産減耗費 3,510

固 定 資 産
除 却 費

3,500 配水管等固定資産除却費

た な 卸 資 産
減 耗 費

10 配水及び給水材料資産減耗

そ の 他
営 業 費 用

1,000

雑 支 出 1,000 過年度分水道料金等の還付金

庁舎利用権減価償却費を計上

構築物減価償却費を計上

機械及び装置減価償却費を計上

車両運搬具減価償却費を計上640

6,652 建物減価償却費を計上

52,543
機械及び装置
減 価 償 却 費

貸倒引当金繰入額

電算処理負担金等

308,907
構 築 物
減 価 償 却 費

車 両 運 搬 具
減 価 償 却 費

建 物
減 価 償 却 費
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予 定 額款 項 目 節 備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

営業外費用 56,390

支 払 利 息 56,389

企 業 債 利 息 56,388 長期企業債利子

一 時 借 入 金
利 息

1 一時借入金利子

雑 支 出 1

不 用 品 売 却
原 価

1 不用品売却原価

特 別 損 失 200

過年度損益
修 正 損

200

過 年 度 損 益
修 正 損

200 過年度分水道料金の更正

予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

予 備 費 1,000
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収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

 資本的収入 6,400

他会計負担金 3,700

他会計負担金 3,700

他 会 計
負 担 金

3,700 消火栓設置工事費負担金

工 事 負 担 金 2,700

配 水 工 事
負 担 金

2,700

配 水 工 事
負 担 金

2,700 開発に伴う配水工事負担金

備　　　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節
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予　定　額

 資本的支出 1,015,200

建 設 改 良 費 774,271

建 設 総 係 費 29,144

給 料 13,244 建設関係職員　　　　３人 

手 当 7,194 528 1,399

60 270

2,435 1,548

時間外勤務手当及び休日勤務手当 954

賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,259 1,889 370

法 定 福 利 費 4,188 市町村職員共済組合負担金

負 担 金 2,259 退職手当負担金

老 朽 管 更 新
事 業 費

157,189

配 水 管 路
施 設 費

130,626 送水管布設替工事

配水管布設替工事

舗装本復旧工事

委 託 料 23,563 配水管実施設計業務委託

舗装本復旧設計業務委託

補 償 金 3,000 配水管布設替工事に伴う埋設物等移転費

浄 水 場
改 良 費

190,597

委 託 料 5,216

工 事 請 負 費 185,381

配 水 管
改 良 費

390,428

委 託 料 35,086 配水管実施設計業務委託等

工 事 請 負 費 350,342 開発に伴う配水管布設工事 5,400

配水管布設工事 10,800

7,614

補 償 金 5,000

量 水 器 費 4,105

量 水 器 費 4,105 量水器

固 定 資 産
購 入 費

2,808

車 両 運 搬 具 2,808 軽自動車購入

企 業 債
償 還 金

240,929

企 業 債
償 還 金

240,929

企 業 債
償 還 金

240,929 企業債元金の償還金

 支　　出 （単位：千円）

地 域 手 当

款 項

東大久保浄水場電気設備更新工事

節

法 定 福 利 費
引 当 金

東大久保浄水場電気設備更新工事監理業務委託

備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

期 末 手 当

目

賞 与 引 当 金

扶 養 手 当

送水管布設替工事に伴う埋設物等移転費

通 勤 手 当

勤 勉 手 当

住 居 手 当

舗装本復旧工事

送水管布設工事
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